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博士人材キャリアにかかる調査結果

スタンプ



企業の研究活動に関するケーススタディからの考察
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◆ 機械・材料・電気系の研究開発は、企業と大学の違いが大きい

◼ 大学では普遍性の高い研究を行うために単純化された装置を用いる傾向があるが、企業が使用する装置は多数の部品等から構成され
ていることが多い

◼ そのため、企業の研究開発者は、キャリアの初期に、大学院では習得しにくい技術のインテグレーション等の経験を社内で積むことが重要

◼ その後に、社会人大学院生としての研究や論文博士取得のための研究を行うことは研究開発の高度化のために効果的

◆ 博士課程修了者を新卒で採用するよりも、学部卒や修士課程修了者を採用した方が効果的な場合が多い

◼ 博士課程での教育に否定的なわけではなく、どのタイミングで博士レベルの研究を行うかの問題

◼ 新卒の博士課程修了者も採用するが、特定の研究開発分野に絞る傾向が強い

大学と民間企業研究所における研究開発者育成接続プログラム：機械・材料・電気系

◆ 化学系の研究開発では、企業と大学の違いは小さい

◼ 企業は、研究開発者の採用に際して、大学院での研究内容と社内の研究開発内容の一致を求める傾向は強くなく、一般的な研究能
力を重視する傾向が強い

◼ そのため、企業の採用対象となる博士課程修了者の幅が広くなる

◆ 博士課程修了者を新卒で採用することに積極的

◼ しかも、博士課程修了者の方が学士・修士よりも入社後に研究テーマを自分で選べることが多いため、企業志向の学生が博士課程に進
学する動機が強い

大学と民間企業研究所における研究開発者育成接続プログラム：化学系

出典：科学技術・学術政策研究所，「民間企業の研究開発関連業務における日本の大学との連携状況の分析」，DISCUSSION PAPER No.214, 2022年10月．

◆分野ごとの研究活動の特性等を踏まえると、博士人材のキャリアパスが多様であることに留意が必要



ケーススタディと連動した民研調査データの分析

博士の採用か、入社後の博士号取得の支援か
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※ 調査対象の41業種のうち10業種（569社）を下記のように区分して集計した．

◼ 博士課程修了者の採用に
ついては、化学系の方が
機械系や電機系よりも
実施企業割合が高い

◼ 入社後の博士号取得の支援
については、電機系の実施
企業割合が高い

➡ 化学系と電機系の比較結果
は前述のケーススタディで
得られた知見と整合的

化学系（211社） 機械系（239社） 電機系（119社）

総合化学工業 はん用機械器具製造業 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業

油脂・塗料製造業 生産用機械器具製造業 電子応用･電気計測機器製造業

その他の化学工業 業務用機械器具製造業 その他の電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

出典：「民間企業の研究活動に関する調査2021」を元に科学技術・学術政策研究所が作成．
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研究開発者の採用で、どのような人材を重視したか

4出典：「民間企業の研究活動に関する調査報告2022」の速報データを用いた暫定的な集計結果であり、本資料が初出．

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

自社に導入したい特定の専門知識を持っている人材

自社にとって重要な分野を専門としている人材

研究開発の即戦力として期待できる人材

研究開発者としての資質や潜在能力が高いと考えられる人材

異分野の融合や幅広い知識の統合に関する能力を有する人材

取り組むべき新たな課題を自ら見出すことや、既存の方法を変革し

て新しい社会的価値を生み出すことが期待できる人材

社内の他部門（研究開発部門以外）との協力に関して、大きな成果を

あげることが期待できる人材

社外の機関・組織との連携や協力に関して、大きな成果をあげること

が期待できる人材

国際的な研究開発活動に対応する能力が高い人材

その他

回答企業の割合

学士号取得者・修士号取得者の新卒採用 博士課程修了者の新卒採用 中途採用

◆企業において、「異分野の融合や幅広い知識の統合」や「新たな課題を自ら見出す」といった観点で、博士課程
修了者が見なされていない可能性



博士課程修了後に希望する就職先

◼ 2020年に博士課程在籍者に行ったアンケートによれば、修了後に最も希望する就
職先の回答割合は、「大学」の41%に次いで「民間企業」が28%であった。

出典： 「博士課程の教育プログラムへの満足度等に関する調査－2020 年における博士人材データベース（JGRAD）ウェブアンケート調査－」 科学技術・学術政策研究所［調査資料302］（2021年2月）

［問］あなたが博士課程修了後に希望
する就職先について、以下の中から最も
あてはまる選択肢を１つ選択してください。

◼ 工学分野においては、「民間企業」の
回答割合が最も高く、41%を占めた。
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注:
アンケート対象とした博士人材データベース（JGRAD）では、調
査時点において、49大学が参加していた。本設問には博士課程
在籍者866名に回答をしていただいた。
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大学等 公的研究機関 民間企業 非営利団体 個人事業主 その他

博士課程修了後の雇用先機関（全体および分野別）

大学等, 

51.7％

公的研究機関, 

8.4%

民間企業,

27.2%

非営利団体, 7.3%

個人事業主, 3.0%
その他, 2.4%

出典：調査資料317「博士人材追跡調査－第４次報告書－」（科学技術・学術政策研究所、2022年1月）
【調査対象および実施概要】
2018年度に日本の博士課程を修了した者を対象に、博士課程修了から1.5年後調査を2020年に実施。
回収状況は、調査依頼数15,658名、回答数3,894 （回答率：24.9％）。

博士課程修了後の雇用先機関（全体） 博士課程修了後の雇用先機関（分野別）

・博士課程修了後の雇用先は、全体で、①大学等が51.7％、②民間企業が27.2％、③公的研究機関が8.4％、④
非営利団体が7.3％
・分野別では、 大学等へ、人文から66.6％、その他（教育や芸術など）から64.7％、社会から57.0％
民間企業へ、工学から46.1％、理学から36.0％、農学から22.7％
公的研究機関へ、農学から19.4％、理学から16.3％
ただし、大学等への就職者は、雇用形態が不安定な契約職員や任期制研究員が多い
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今後のキャリア展望

・今後のキャリア展望については「大学や公的研究機関で、研究者として安定的なポジションを得たい」（31.3％）が最も多い
・一方「雇用先にはこだわらないが、研究経験が活かせる仕事に就きたい」（23.5％）、「研究以外の仕事をしたい、研究以
外の仕事でもよい」（14.8％）等雇用先や研究職にこだわらないとの回答も合計で4割程度存在した
・学生類型別では、研究以外の仕事でもよいと回答した者の割合は社会人学生（在職）が最も高く（19.2%）、次いで
課程学生（17.1%）、社会人（退職）（15.7%）、外国人学生（7.2%）の順であった
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出典：調査資料317「博士人材追跡調査－第４次報告書－」（科学技術・学術政策研究所、2022年1月）
【調査対象および実施概要】2018年度に日本の博士課程を修了した者を対象に、博士課程修了から1.5年後調査を2020年に実施。
回収状況は、調査依頼数15,658名、回答数3,894 （回答率：24.9％）。

今後のキャリア展望（学生類型別）
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大学や公的研究機関で、研究者として安定的なポジションを得たい 大学や公的研究機関で、研究に関連した仕事をしたい

雇用先にはこだわらないが、研究者として働きたい 雇用先にはこだわらないが、研究経験が活かせる仕事に就きたい
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博士課程進学ではなく就職を選択した理由

66.2
59.9

38.4
31.1 30.4

27.0

16.2 15.4 13.6
11.0

6.5 4.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

・進学ではなく就職を選択した理由は「経済的に自立したい」（66.2％）、「社会に出て仕事がしたい」（59.9%）
・一方、「博士課程に進学すると生活の経済的見通しが立たない」（38.4％）、「博士課程に進学すると修了後の就職が
心配」（31.1%）等キャリアや収入への不安を理由とするものもそれぞれ3割を超えた。

博士課程進学ではなく就職を選択した理由
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出典：調査資料323「修士課程（６年制学科を含む）在籍者を起点とした追跡調査」（科学技術・学術政策研究所（2023年1月末公表予定）
【調査対象および実施概要】2021年度)に修士課程(6年制学科を含む)を修了（卒業）した者及び修了(卒業)予定の者を対象に2022年に実施。
回収状況は、調査依頼数125,028名 、回答数17,525（回答率14.0％）。



博士課程進学に必要な条件

・博士進学に必要な条件については「博士課程在籍者に対する経済的支援が拡充する」（65.6％）がもっとも多かった。
・「賃金や昇進が優遇されるなど、博士課程修了者の民間企業等における雇用条件が改善する」（31.4％）、「民間企業
等における博士課程修了者の雇用が増加する」（24.6％）等企業における雇用拡大や環境改善を求める意見も多かった。
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博士課程在籍者に対する経済的支援が拡充する

賃金や昇進が優遇されるなど、博士課程修了者の民間企業などにおける雇用条件が改善する

民間企業などにおける博士課程修了者の雇用が増加する

研究や実験設備などの研究環境が充実する

博士課程修了者がアカデミックポストへ就職する可能性が広がる

進学や編入学が容易になる

任期制が見直されるなど、若手を対象としたアカデミックポストの雇用条件が改善する

時に「侮辱的」「抑圧的」「敵対的」と語られる研究室の文化的環境がよくなる

自分の研究に直接関連しない学内業務が少なくなる

博士課程に優秀な学生が集まる

国際学会への参加や留学など国際的な経験を積む機会が多くなる

インターンシップや共同研究を通じて企業等とのつながりを持てるようになる

産業界で幅広く活躍できるようなスキルが身に付くようになる

PI（研究室の主宰者）の指導力が向上する

その他

％

博士課程進学のために必要な条件
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出典：調査資料323「修士課程（６年制学科を含む）在籍者を起点とした追跡調査」（科学技術・学術政策研究所（2023年1月末公表予定）
【調査対象および実施概要】2021年度)に修士課程(6年制学科を含む)を修了（卒業）した者及び修了(卒業)予定の者を対象に2022年に実施。
回収状況は、調査依頼数125,028名 、回答数17,525（回答率14.0％）。
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